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コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 3

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　20年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 559)

　　　 産    　業　    構　    造 決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財 経常収支

　　　　人　　　　口 千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円 比率　％

89,769 人 人 人 地　　方　　税 8,626,026 8,626,026 59.2 人    件    費 4,936,925 19.3 4,762,071 4,455,800 29.1(30.6)

平成12年 86,744 人 就 H17年 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 179,164 179,164 1.2  うち職員給 3,223,829 12.6 3,078,146 ‐ ‐

 増 減 率 3.5 ％ 4,559 業 国調 15.1 82.2 利子割交付金 28,208 28,208 0.2 扶    助    費 6,335,388 24.8 2,108,003 2,082,943 13.6(14.3)

住本 (21.3.31) 91,264 人  人 人 人 配当割交付金 5,586 5,586 0.1 公    債    費 2,513,246 9.8 2,420,279 2,420,279 15.8(16.6)

民台 (20.3.31) 90,589 人 口 H12年 　  ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 2,559 2,559 0.0 内  元利償還金 2,501,197 9.8 2,408,230 2,408,230 15.7(16.5)

基帳  増 減 率 0.7 ％ 4,446 国調 0.7 17.6 81.7 地方消費税交付金 599,920 599,920 4.1 訳  一時借入金 12,049 0.0 12,049 12,049 0.1(0.1)

平成19年度 平成20年度 特別地方消費税交付金 0 0 0.0    小    計 13,785,559 53.9 9,290,353 8,959,022 58.5(61.5)

　　　区　      分 　　  千円 　　  千円 　 区　　 分 　   指　数　等 　の状況 自動車取得税交付金 59,815 59,815 0.4 物    件    費 3,259,709 12.8 2,832,349 2,468,072 16.1(16.9)

○市町村圏 地方特例交付金等 103,364 103,364 0.7 維 持 補 修 費 103,133 0.4 92,614 91,133 0.6(0.6)

 1　歳  入  総  額  Ａ   再建､山村 地 方 交 付 税 4,779,383 4,291,988 29.4 補  助  費  等 1,382,110 5.4 821,470 725,151 4.7(5.0)

  財政､過疎   (普通交付税) 4,291,988 4,291,988 29.4 繰    出    金 2,779,569 10.9 2,370,197 1,307,822 8.5(9.0)

 2　歳  出  総  額  Ｂ   不交付   (特別交付税) 487,395 ‐ ‐ 投資出資貸付金 26,140 0.1 5,328 1,688 0.0(0.0)

 3  歳入歳出差引額   新産     小      計 14,384,025 13,896,630 95.3 積    立    金 354,643 1.4 280,832

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   低開発 交通安全対策特別交付金 14,669 14,669 0.1 ‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 分担金 負担金 306,012 - ‐

　  べき財源        Ｄ 使    用    料 275,842 15,117 0.1 投 資 的 経 費 3,856,500 15.1 931,749 　経常収支比率

 5　実 質 収 支  ア  ｲ 　事務の共同 手    数    料 156,159 - ‐  うち人件費 168,814 0.7 56,256 88.5

　C-D  Ｅ 　処理の状況 国 庫 支 出 金 6,068,192 - ‐
　

　 普通建設事業 3,856,500 15.1 931,749 (92.9)

  ｲ-ｱ ○ごみ処理 国有提供施設交付金 528,878 528,878 3.6 補  助 3,091,622 12.1 479,732

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ ○し尿処理 県  支  出  金 1,921,592 ‐ ‐ 単  独 654,171 2.5 451,998

　    うち財政調整基金 　伝染病関係 財  産  収  入 184,752 122,638 0.8 受託（補助） 110,707 0.4 19

 7  積　　立　　金　 Ｇ       うち減 債 基 金   小学校関係 寄    附    金 50,650 ‐ ‐ 県事業負担等 - - -

  その他特定目的基金   中学校関係 繰    入    金 732,957 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ    地方債現在高    25,054,731   税務関係 繰    越    金 281,107 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

　うち政府資金現在高    21,286,301   火葬場 諸    収    入 384,491 3,313 0.1 ‐ ‐ ‐ 94.4

 9  積立金取くずし額 Ｉ   債務負担行為額     8,283,895   消  防 地    方    債 2,080,327 0.0 ‐ ‐ ‐ 　（H20.4.1現在）

10　実質単年度収支  （翌年度以降支出予定額）    3,791,811 ○その他 14,581,245

　　F + G + H - I　 Ｊ 　　　― (15,309,672)

法適用 実　質 普通会計からの 職員数

  事　業　名 の有無 収支額　千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無 決算額 構成比  増減率  基準税額 超  過 決算額 構成比 充当一般財源等

老人保健医療事業   無 　　　　　　 円 千円     ％ ％  ×100/75 課税額 千円 ％

土地区画整理事業   無  市町村長  H8.4.1 901,000  個人分 100,285 2.4 ‐  議    会    費 287,604 1.1 287,604

下 水 道 事 業   無 副市長    〃 742,000  法人分 145,984 4.1 ‐  総    務    費 3,261,325 12.8 2,837,892

介護保険事業   無  教育長    〃 672,000 3,119,127 2.4 ‐  民    生    費 9,709,799 38.0 4,844,133

介護サービス事業   無  議会議長  H10.4.1 479,000 351,010 △ 11.9 ‐  衛    生    費 1,466,581 5.7 1,095,437

後期高齢者医療事業   無  議会副議長   〃 426,000  固 定 資 産 税 4,272,915 4.6 ‐  労    働    費 68,801 0.3 64,961

上 水 道 事 業   有 31  委員長    〃 409,000  軽 自 動 車 税 199,056 6.0 ‐  農 林 水 産 費 102,106 0.4 73,784

   区     分  職  員  数  1人当たりの給料月額  議会議員    〃 400,000  市町村たばこ税 434,791 △ 10.4 ‐  商    工    費 195,824 0.8 150,599

542 308,900 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  電    気    税 ‐ ‐ ‐  土    木    費 3,589,160 14.0 1,465,024

84 307,500 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  ガ    ス    税 ‐ ‐ ‐  消    防    費 725,660 2.8 725,315

35 342,800 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  特別土地保有税 - - ‐  教    育    費 3,627,257 14.2 2,659,864

577 311,000 円 　 ‐ 　 ‐         ‐ 法定外普通税旧法税 ‐ ‐ ‐  災 害 復 旧 費 - ‐ -

 目    的    税 2,858 3.1 ‐  公    債    費 2,513,246 9.9 2,420,279

均等割 3,000円  　　　　50 千円 内  入  湯  税 2,858 3.1 ‐  諸  支  出  金 ‐ ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ ‐ ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

対する比率 容  そ  の  他 ‐ ‐ ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐ ‐

1.0 8,626,026 2.2 ‐ 25,547,363 100.0 16,624,892
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